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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 54,381 ― 2,811 ― 2,920 ― 1,640 ―

20年3月期第2四半期 51,079 0.7 3,130 14.9 3,243 13.1 1,754 12.4

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 113.91 ―

20年3月期第2四半期 121.86 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 60,521 26,640 44.0 1,850.01
20年3月期 62,389 25,572 41.0 1,775.90

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  26,640百万円 20年3月期  25,572百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 32.00 ― 32.00 64.00
21年3月期 ― 36.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 36.00 72.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 113,900 7.1 6,910 6.8 7,020 6.0 4,040 8.5 280.56

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、６ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、６ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結
果となる可能性があります。なお、業績予想に関しましては、平成20年5月9日発表時点から予想数値を修正しております。業績予想に関する事項は、５ページの「３．連
結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  14,400,000株 20年3月期  14,400,000株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  70株 20年3月期  70株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  14,399,930株 20年3月期第2四半期  14,399,930株



（参考）個別業績予想 

平成21年3月期の個別業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

（注）個別業績予想数値の当四半期における修正の有無 ： 有 

※上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結果

となる可能性があります。なお、業績予想に関しましては、平成20年5月9日発表時点から予想数値を修正しております。業績予想に関する事

項は、５ページの「３.連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

  （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり当期純 

利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％   円 銭

通期 108,300  6.4 6,650 6.1 6,770 5.2  3,850  1.9   267.36



【定性的情報・財務諸表等】 

  

※定性的情報における「前年同期」、「前年同期比較」及び「前年同期比増減率」につきましては、参考として記載

しております。 

  

１．連結経営成績に関する定性的情報             

  

当第２四半期連結累計期間の我が国の経済は、米国景気に対する懸念や、株式・為替市場の変動の他、エネルギ

ー・原材料価格高などにより減速から停滞へと推移いたしました。 

さらに、米国の大手証券会社の破綻や大手保険会社の経営危機に端を発する世界的な金融不安が、多大な影響を及

ぼしております。 

このような状況のもと、当社グループは、『未来価値創造のベストパートナー』をキャッチフレーズとする新企業

ビジョン「TOKYU COMMUNITY WAY」のもと、事業競争力、収益力の強化及びお客様へのソリューション（問題解決型）

提案の実現を目指してまいりました。 

その結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は543億81百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益

は28億11百万円（前年同期比10.2％減）、経常利益は29億20百万円（前年同期比9.9％減）、四半期純利益は16億40百

万円（前年同期比6.5％減）となりました。  

  

(1)管理業 

マンション管理におきましては、多様化するお客様のニーズに対応するため小規模マンション向けの商品を開発

するとともに、業務の標準化、品質の均一化、生産性の向上を目指し、マンション管理業新システム（Ｋｅｙ－Ｎ

ｅｔ）の機能拡張を行いました。 

また、管理組合向けの地震対策ガイドブック「対災力」の発行と災害に対する事前意識の啓蒙により企画提案力

の向上に努めてまいりました。 

さらに、居住者の高齢化に対応するため、全国の管理員を認知症サポーターとして育成を図っております。 

ビル管理におきましては、オフィスビル、商業施設などを中心として、管理運営業務との一体化による営業活動

の展開を図り、新規案件の開拓に努めてまいりました。 

また、総合的な管理運営力を活かして、企業の研修施設の運営業務の受注に繋げるなど、事業領域の拡大を図っ

ております。 

その結果、売上高は当期及び前期の新規受注等によるマンション管理ストック拡大などにより、前年同期と比べ

て増収となりました。 

  

(2)賃貸業 

賃貸業におきましては、事務所市場では、底堅い需要により堅調に推移したものの、近年の急激な賃料の上昇、

経済見通しの不透明感から、事業所拡張に慎重な姿勢が見え始め、また、住宅市場では、エリア並びに物件の選別

は進むものの、大都市圏での安定した需給、賃料水準が見込まれる中、物件特性及び賃貸市場環境を的確に捉えた

新規テナントへの戦略的な営業活動を実施し、中長期を見据えた賃料水準の維持と安定的な稼働確保に努めてまい

りました。 

その結果、売上高は当期及び前期の新規物件による増収などにより、前年同期と比べて増収となりました。 

  

＜セグメント別業績＞ 

売上高       （百万円） 営業利益     （百万円）

   当四半期 前年同期 比 較 増減率     当四半期 前年同期 比 較 増減率 

管 理 業  36,544  36,244 299 0.8%   管 理 業 2,549  2,953  △404 △13.7%

賃 貸 業  8,673  7,893 779 9.9%   賃 貸 業 758  860  △101 △11.8%

工 事 業  8,239  5,969 2,269 38.0%   工 事 業 410  97  312 320.0%

そ の 他  1,141  1,024 117 11.5%   そ の 他 30  140  △110 △78.2%

消去又は全社  △216       △52 △164 -   消去又は全社 △938  △921  △16 -

合  計  54,381  51,079 3,301 6.5%   合  計 2,811  3,130  △319 △10.2%



(3)工事業 

工事業におきましては、受注競争、価格競争が激化する中、マンション共用部分の資産価値の維持保全を中心

に、長期修繕計画、建物診断に基づく計画的な工事提案を実施してまいりました。 

また、安全衛生管理の徹底、品質の安定化、工事関連法令の遵守の徹底を図るべく、全社統括部門を中心に、事

業基盤の強化を図っております。 

マンション専有部分工事においては、「快適」で「上質」な住環境の提供のため、新たに定額制リフォーム商品

「ＣＯＲＥＴＴＯ（コレット）」を、一都三県で展開を開始いたしました。 

その結果、売上高はマンション等の共用部分工事の増収などにより、前年同期と比べて増収となりました。 

  

(4)その他 

その他の事業におきましては、マンション生活関連サービスとしての不動産流通業、損害保険代理業、ビルテナ

ントに対するオフィス関連サービス業、ホテルタイプの地域コミュニティー施設の運営、集合住宅における熱供給

事業、良質なマンションストックの形成に貢献するリノベーション事業（大規模なリフォームを施し、付加価値を

つけて販売する事業）など周辺事業の強化に努めてまいりました。 

その結果、売上高はリノベーション事業の増収などにより、前年同期と比べて増収となりました。 

  

２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、605億21百万円となり、前連結会計年度末に比べて18億68百万円減少い

たしました。 

流動資産は、240億15百万円となり、前連結会計年度末に比べて20億39百万円減少いたしました。主な要因は、現

金及び現金同等物の減少9億98百万円や、工事代金などの受取手形及び売掛金の減少9億34百万円によるものであり

ます。 

固定資産は、365億5百万円となり、前連結会計年度末に比べて1億70百万円増加いたしました。主な要因は、賃貸

用資産の取得などの設備投資13億5百万円や、減価償却6億77百万円によるものであります。 

負債は、338億81百万円となり、前連結会計年度末に比べて29億35百万円減少いたしました。主な要因は、支払手

形及び買掛金の減少12億51百万円、未払法人税等の減少4億74百万円や、長期預り敷金保証金の減少3億47百万円に

よるものであります。 

純資産は、266億40百万円となり、前連結会計年度末に比べて10億67百万円増加いたしました。主な要因は、四半

期純利益の計上による利益剰余金の増加11億79百万円によるものであります。 

この結果、自己資本比率は44.0％となり、前連結会計年度末に比べて3.0ポイント増加いたしました。 

  



３．連結業績予想に関する定性的情報 

（通期の見通し）   

＜連結業績予想＞                                      

  

  

  

今後の見通しにつきましては、米欧発の金融危機に伴う世界的な同時株安など、金融・資本市場の混乱は収束までに

時間がかかると予想されます。 

当社を取り巻く経営環境につきましても、管理委託費の値下げ要請、新築物件の受注競争等依然として厳しい状況

は継続していくものと思われます。 

このような状況下において当社グループは、新企業ビジョン「TOKYU COMMUNITY WAY」を目指した持続的成長の実現

に向けて事業競争力及び収益力の向上を図ってまいります。 

                        

※上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想に関しましては、平成20年5月9日発表時点から予

想数値を修正しております。 

  

          (百万円）

  予  想 前  期 比  較 増減率 
前回予想 

(20年5月) 

売    上    高  113,900 106,386 7,513  7.1% 113,800

営  業  利  益  6,910 6,469 440  6.8% 7,000

経  常  利  益  7,020 6,624 395  6.0% 7,050

当 期 純 利 益  4,040 3,722 317  8.5% 4,030

＜セグメント別連結業績予想＞ 

売上高       （百万円）  営業利益       （百万円）

   予 想 前 期 比 較 増減率     予 想 前 期 比 較 増減率 

管 理 業  75,377  73,464 1,913 2.6%   管 理 業 5,778  5,837  △58 △1.0%

賃 貸 業  18,164  16,204 1,959 12.1%   賃 貸 業 1,952  1,892  60 3.2%

工 事 業  17,945  14,904 3,041 20.4%   工 事 業 1,020  710  309 43.6%

そ の 他  2,916  2,156 760 35.2%   そ の 他 149  156  △7 △4.6%

消去又は全社  △503  △343 △160 -   消去又は全社 △1,991  △2,127  135 -

合 計  113,900  106,386 7,513 7.1%   合 計 6,910  6,469  440 6.8%

＜個別業績予想＞         (百万円）

  予  想 前  期 比  較 増減率 
前回予想 

(20年5月) 

売    上    高  108,300 101,801 6,498 6.4% 108,500

営  業  利  益  6,650 6,270 379  6.1% 6,650

経  常  利  益  6,770 6,434 335  5.2% 6,730

当 期 純 利 益  3,850 3,776 73  1.9% 3,820



４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①たな卸資産の評価方法 

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。 

  

②固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

  

③経過勘定項目の算定方法 

合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。 

  

④法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

  

⑤税金費用の計算 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。 

  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規

則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

②リース取引に関する会計基準等の適用 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日

最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、「リース資産」として計上しております。 

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっ

ております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はございません。 

  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,131 7,238

受取手形及び売掛金 4,727 5,662

有価証券 1,600 3,000

販売用不動産 1,966 2,125

商品 2 2

未成工事支出金 490 1,089

貯蔵品 215 249

短期貸付金 7,094 4,609

その他 2,825 2,089

貸倒引当金 △38 △12

流動資産合計 24,015 26,055

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,757 10,037

減価償却累計額 △4,317 △4,174

建物及び構築物（純額） 6,440 5,863

土地 12,431 11,942

その他 1,805 1,990

減価償却累計額 △1,341 △1,319

その他（純額） 463 671

有形固定資産合計 19,335 18,476

無形固定資産 3,148 3,443

投資その他の資産   

敷金及び保証金 6,350 6,221

その他 7,674 8,197

貸倒引当金 △4 △5

投資その他の資産合計 14,020 14,413

固定資産合計 36,505 36,334

資産合計 60,521 62,389



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,535 4,787

短期借入金 1,256 770

未払法人税等 1,276 1,750

賞与引当金 1,664 1,784

役員賞与引当金 47 92

その他 11,855 12,504

流動負債合計 19,636 21,690

固定負債   

長期借入金 1,597 2,140

退職給付引当金 6,284 6,257

役員退職慰労引当金 1 211

長期預り敷金保証金 6,029 6,376

その他 332 140

固定負債合計 14,245 15,126

負債合計 33,881 36,816

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,653 1,653

資本剰余金 1,227 1,227

利益剰余金 23,569 22,390

自己株式 △0 △0

株主資本合計 26,451 25,271

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 188 301

評価・換算差額等合計 188 301

純資産合計 26,640 25,572

負債純資産合計 60,521 62,389



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 54,381

売上原価 48,523

売上総利益 5,858

販売費及び一般管理費 3,047

営業利益 2,811

営業外収益  

受取利息 42

受取配当金 24

保険配当金 53

投資有価証券売却益 45

その他 14

営業外収益合計 179

営業外費用  

支払利息 28

固定資産売却損 18

投資有価証券評価損 14

その他 8

営業外費用合計 69

経常利益 2,920

税金等調整前四半期純利益 2,920

法人税等 1,280

四半期純利益 1,640



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,920

減価償却費 677

投資有価証券評価損益（△は益） 198

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △209

賞与引当金の増減額（△は減少） △120

売上債権の増減額（△は増加） 934

たな卸資産の増減額（△は増加） 788

その他の流動資産の増減額（△は増加） △772

差入保証金の増減額（△は増加） △125

仕入債務の増減額（△は減少） △1,251

前受金の増減額（△は減少） △178

預り金の増減額（△は減少） △194

その他の流動負債の増減額（△は減少） △139

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △275

その他の固定負債の増減額（△は減少） 185

その他 △112

小計 2,326

利息及び配当金の受取額 62

利息の支払額 △25

法人税等の支払額 △1,758

営業活動によるキャッシュ・フロー 605

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の売却による収入 105

匿名組合出資金の払戻による収入 107

有形固定資産の取得による支出 △1,264

無形固定資産の取得による支出 △119

その他 86

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,084

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △460

その他 △59

財務活動によるキャッシュ・フロー △519

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △998

現金及び現金同等物の期首残高 14,805

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,807



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記 

  

該当事項はありません。  

  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

  

該当事項はありません。 

  



[参考資料]

　前年同四半期にかかる財務諸表

（１）中間連結損益計算書

（単位：百万円）

前中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日

　　至 平成19年９月30日）

金　額

百万円

51,079 

44,904 

6,175 

3,045 

3,130 

167 

受 取 利 息 26 

受 取 配 当 金 27 

保 険 配 当 金 等 84 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 20 

そ の 他 8 

55 

支 払 利 息 30 

固 定 資 産 除 却 損 23 

そ の 他 1 

3,243 

3,243 

1,488 

1,754 

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

中 間 純 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

営 業 外 収 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

売 上 高

科　目

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

売 上 原 価



（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日

　　至 平成19年９月30日）

金      額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 3,243  
減 価 償 却 費 642  

260  
△ 165  
△ 192  

38  
有 形 固 定 資 産 除 却 損 5  
無 形 固 定 資 産 除 却 損 17  

644  
△ 1,281  

△ 284  
△ 143  
△ 925  
△ 43  

116  
△ 89  
△ 226  

260  
そ の 他 △ 79  

小　　　　　計 1,798  

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 50  
利 息 の 支 払 額 △ 29  
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,486  

営業活動によるキャッシュ・フロー 333  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
匿 名 組 合 出 資 に よ る 支 出 △ 300  
匿名組合出資の出資返還による収入 19  
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 129  
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 251  
投資その他の資産の取得による支出 △ 107  
投資その他の資産の回収による収入 134  
そ の 他 △ 36  

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 670  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 14  
配 当 金 の 支 払 額 △ 459  
そ の 他 △ 43  

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 517  

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △ 854  

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 13,163  

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高 12,308  

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　目

退職給付引当金の増加額（△：減少額）

長期前払費用の減少額（△：増加額）

売 上 債 権 の 減 少 額 （ △ ： 増 加 額 ）

たな卸資産の減少額（△：増加額）

その他の流動資産の減少額（△：増加額）

借上差入保証金敷金の減少額（△：増加額）

仕 入 債 務 の 増 加 額 （ △ ： 減 少 額 ）

前 受 金 の 増 加 額 （ △ ： 減 少 額 ）

その他の流動負債の増加額（△：減少額）

預り保証金敷金の増加額（△：減少額）

短期借入金の増加額（△：減少額）

未払消費税等の増加額（△：減少額）

預 り 金 の 増 加 額 （ △ ： 減 少 額 ）

賞与引当金の増加額（△：減少額）

役員退任慰労引当金の増加額（△：減少額）
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